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韓国輸出衣服業の発展過程と成長要因
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は じ th に

本稿Li, 70年代韓国経済の発協のなかで常に第

1位の輸出実繍をあげてきた輸出｜一次版業 JULl) 

をとりあげ，（1）高度成長のプロセス，（2）高度目立Jk

を促進した要因， (3）輸出衣服業の高度成長が関連

部門に与えた影響の 3点から検討を加え，（4）最後

に簡単な展望をおこなったものである。

周知のよりに， 60年代以降の緯関経済l主戦後世

界経済のなかでトップクラスの速さで高度成長を

持続してきた。とりわけオイルショ、ソケ後の肉度

成長のヅ p セスは主要先進諸閣の経済沈滞と好対

照、をなミすだけに，韓間経済の成長i品位とその秘絡

は，新たに関心さえ生むようになった。｜光と影j

という視点のねl避はあるにしても，緯l亙i経済はそ

の規模を拡大し，輸出入をどう Lて国際経済と深

L、係わりが生じ，わが悶の経消iニ対しでもいわゆ

る中進国問題としてさま主主の影響をfj・えるよう

になったのである。

ところでこのような韓国経済の成長嬰闘を考え

る場合，輸出の持続的な増大をとりあげるのは何

人も異存はなし、であろう。海外市場のお、速な拡大

はその資金源を外資に依存するにしても設備投資

rアンプ足並iii』XLX-7 ( 1978. 7) 

花 房 征 夫

を大規模化させ，韓国経済の至上課題である労働

力の吸収でも，経済成長の持続から相当達成され

ることになった。このような意味において輸出問

題は韓国経済の高度成長を説明する重要な鍵をな

し，本稿が輸出衣服業を特に分析対象として検討

を加えたのもそこにあったのである。

韓国の衣服業は70年代に入って最も急速に発展

した業種である。 197U年を 100とする生産指数は

1975年には 653と急伸し，衣服業に等しい成長を

とげた業総は笛子部品，自動車などの 2, 3にす

ぎなし、っちなみにこの期間中の製造業平均生産指

数は 182であり，衣服業の成長がどれほど著しい

かを知ることができょう r憐国主主済統計・年報 1977』υ

こういった急速な成長は産業規模の拡大でもあ

った。ニソトを含めた広義の衣服部門の生産額符l

合は， 1974年に繊維産業のなかでほぼ40%を占め，

韓国繊維産業の最大分野になった。そして就業者

数も1970年の 7万人から1976年には36万人に用大

し，繊維労働者の3分の2，製造業のそれでは10分

のlという大きな割合を占めるまで成長した（／i:2I。

急／1比長は輸IJ＼におし、て，j沼顕著であ，・，た。 1970

｛￥，では 2億ドル強にすぎなかった衣服輸出額は．

1976年には18憶40（的万ドルと9併にも拡大し， 1970

年以降の韓国輸出棋のなかで22～28%という圧倒

的な比擦を占めてきたのである位3¥

この；立1法で輸出衣服業は70年代韓国経済の高度

)J免除過程を典型的に表示する部門であり，韓悶~

Iラ
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代表する輸出産業ということができょう。

（注 1〕 ここで iiう l"f<:服業 lはぷ材に織物を｛止っ

た業績だけでなく， メリヤス，戊市ーなどを原反にした

火服製造業も合まれる。

〔注2〕 大幹紡織協会『繊紙年機』 197!-i年版 ソウ

ノレ 19761ド 凶夫 1。緯l珂繊維協議会『斡閏繊維工業

統古｜』 1977年11,: ソウノレ 19771ド 64ページ。

（注 3〕 同 J・.,1r 52ページ。

I 高度成長のプロセス

l. 海外市場進出の始まり

ミシンに依拠する近代的な韓国の衣服産業は，

1938年に日系資本である「野田被服」が寧服を製

造したこと，c.ftfiまるが，本格的な企業化がすすん

だのは1950年代の中半期とされている。これは朝

鮮戦争の終結を契機として60万人にもおよぶ軍人

が新たに箪服類を求め，学生服なども安定的な販

売製品になったためである。そこでソウルの中心

街にちかい清浅川の周辺には，多くの被版業者が

集まり，衣服類を中心に大規模な生産をおこなう

ようになった（注I）。

これが韓悶最大の縫製衣服基地である「平和市

場」の発端につながるものであるが，この平和摩

地は隣接する韓国第 1の総合卸指市場である東大

門市場と結びついて，韓国衣服産地の代名詞にな

るほどの急成長を示して今日にヤたっている。し

かし別年代の衣服生産は製品の全部が｜司内市場向

けで，企業形態や生産方法は零細企業の段階をで

なか •） tこo

こういった火服産業に海外rtr場j輩出への111!をむ

けさせたのは1961年に登場した朴政権である。朴

政権は周知のように高度成長をス口ーガンとし

て，輸入代特産業の育成やインブラ部門の建設な

どを新たに打ちだし，輸出については汚初盛箇低

燦な労働力をと生かせる「保税加工生産jを積極的

16 

に推奨することになった。

保税加工による衣服生産は1962年に在日韓国人

の依頼をうけて始まり，同年には大手の受託商社

である「天友社jが対米輸出に成功して，この種

の輸出の鴨矢となった。韓国に対する保税加了．の

委託業者は，日韓両国の国交正常化がおこなわれ

た1965年まで全部在H韓国人であった。しかしこ

の委託業者の99%までは単なる名儀貸しで，実際

は「伊藤忠J，「丸紅J,r東棉Jといった大手商社

が保税加工を利用したとみられる（il:2）。

このようにして1962年に海外市場進出に成功し

た韓国の輸出衣服産業は， 1965年には 960万ドル

と輸出量を伸ばし， 1968年には3500万ドルに著増

した。このうん60%までは日本商社などの依頼に

よる保税生産で達成された。

日本の大手商社などが対韓保税加工で狙った意

図は，日本の 5分の 1と言われた低賃金の活用に

あったことは言うまでもないが，加えてこれらの

商社は韓国ではいまだに生産ができなかった化合

繊原反を持ち込むことで輸出による利益を増加で

きたからとみられる。

それだけに韓国側の受託業者の一部は保税加工

方式から離脱し，独立して専業輸出メーカーに転

進することになったが，日本商社の支配は払拭で

きなかった。海外情報の収集や信用力などに問題

がありすぎ，それに日本商社yレートを利用して大

阪などから原資材を安定的に導入するのが，生産

続行のがitltであったのである山3〕。

しかしながらこういった韓国衣服産業に対する

日本尚祉の支配構造は1970年代に入るや大きく崩

れはじめ，韓国の衣服業は急速に白立化への道を

歩むことになる。

2. 設備拡充と国産化政策

衣服業の中心的な設備は工業用ミシンである
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第 l褒工業ミシンの鴎加推移
（単位：台〕

設備 総 設 備 救出部門
年 .~害h ＼～－ 

1 9 6 8 40,609 
1 9 6 9 42,488 
1 9 7 0 50,445 14,000 
1 9 7 1 70,824 37,362 
1 9 7 2 93,758 
1 9 7 3 122,888 
1 9 7 4 129,834 100,840 
l 9 7 5 137,501 115,000 
1 9 7 6 171,680 

〔出所） 「総設備］については， 1968～69年は『韓
国繊維年報』各年版の記事， 1970～72年は韓国繊
維協議会『韓国繊維工業統計』 1973年版 ソウル
1973年日）7ページ， 1973～76年は同『工業統計』
1977年版 ソウル 1977年 22ページによる。「輸
出部分」については『韓国繊維年報』各年版の記
事より引用。

が，このミシンの設備状況の推移を業界資料で調

べてみると第 1表の上うになる。 1970年の韓国全

体の工業ミシン数は 5万台ほどで，繊維輸出国で

はまだまだの規模であった。このうち輸出品製造

に使用されているものは， 30%に相当する 1万

4加O台で国内市場用の設備が主流をなしていたの

である。それに輸出部門のミシンはほとんE老朽

品であったため高級品の繕製が制約され，能率の

面でもわが国などに相当遅れをとっていたのは確

かであった（注4）。

そこで韓国政府は70年代に入るや輸出用を中心

に更新を含めた設備投資を積極的に奨励するよう

になる。資金確保のために日本などからの借款が

奨励され，政府保有ドノレを設備資金として活用す

る施策も強化された。また税制面でも輸出製造用

の機械類であれば，関税が100%減免扱いとされ，

減価償却制度を有利に運用することも可能になっ

たの輸出衣服工場の設備を近代化するためあらゆ

る政策が動員されたのである。

設備近代化の必要性は企業にとっても同様であ

った。衣服輪出は1970年を前後にしてアメリカな

どから注文が殺到し，これらの注文を消化するた

韓国輸出衣服業の発展過程と成長要因

めには最新設備の導入が決め手であった。そこで

1971年には大規模な設備投資が相次いでなされ輸

出関係の工業ミシン規模は前年比の 2.6倍にあた

る3万7363台に激増した。品質管理に不可欠とさ

れるプレス機なども有力縫製メーカーに続々と導

入され，同年には「設備近代化の年Jと言われる

ような急速な設備投資ブームがつづいたのであ

る（注5〕。

工業ミシンに対する設備拡長の動きは海外市場

が好調をつづけたため1970年代を通じて持続して

いる。第 1表が示すように1970年に 5万台の規模

にあった工業ミシン数は， 1976年には17万1686台

とほぼ3倍にも増大した。家内工業で使用される

非主主錬用のミシンも含めれば， 207:i台すらも予想、

されるほどの急成長となったのである。このうち

輸出製造用のミシンは全体の85%というように大

きな比重ーを占め，衣服輸出の急増によって韓国衣

服業の設備増大が主導されることになった。

導入された工業ミシンは最新設備であるだけに

毎分5000回といった高速回転が可能となり，作業

能率は大いに向上した。それにともなって関連設

備の導入も積極的になされ，レイアウトなどの改

もつぎつぎと進んだ。このようにして，韓国衣

服業の物的生産性は向上し，紳士服，ズボン，ワ

イシャツなどといった大衆衣服製品であれば，わ

が国の平均的な生産性のレベノレを突破し，アメリ

カ，西ドイツの生産性に迫まるほどの発展を見せ

ることになっfこ（注6）。

設備拡大の過程は衣服メーカーの数が憎大した

それでもあった。1970年の衣服生産事業所1800は，

S年後の1975年には2700カ所をこえ， 1970年対比

では50%ほどの増大記録をみせるにいたった。こ

のなかで輸出製造用の事業所は 3分の 1以上の

900ほどに達しており， 1970年のそれよりも800事

17 
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業所が増加した（註7）。輸出向け事業所の拡大が火

服メーカ一発展の主閣をなしたのである。

この間，衣服メーカーの企業規模も大型化して

いる。工業ミシン1000台以上というような世界有

数の事業所が， 1975年現在では15カ所にも及んで

いる。 1970年時点ではこの種の業界で一応大企業

とされる工業ミシン 200台以上の事業所は，わず

か100カ所にも遣していなかったのであるから，

韓間衣服業が1970年代前半期でどれほど急速に大

型化していったたかを知ることができ上う（注8¥ 

したがって1975年の事業所当たりの平均従業員

も増大し，輪出事業所の場合では一事業所当たり

265人となった。

これはわが聞の19倍，量産経営の一般化したア

メリカ，商ドイ、ソ衣服業のぼほ rL7f告とし、う規模

で，緯l認の輸出衣服業は従業員のレベルでも惟界

の中で最大クラスに成長したW 9 I。1970年代前半

のわずか数年の聞に，隣国韓国はミシンなどの設

備投資を急速に展開し，今や国際的にー，二を競

う量産浮！衣服工場を多数所有するようになったの

である。

ところで1960年代の韓国衣服業は保税力11工方式

が支配的であっただけに，外貨獲得率は12～30%

という低水準をつづけ，緯｜請には労賃部分しか桟

らないような状況になっていた<irJO）。このため日

本から持九込まれる原反を規制して， l吋内産に代

将するなかで付加価値をつけることが、衣服業内

新たな発展に不可欠とされることにな，Jたの

日とこで韓国政府がとった政策は，際反の対日依

千f：ノレートの規制jが牲となり，このなかマょうやく

自給化が可能になりはじめた間内総業および合繊

業に対して新たに市場を造りだすことでこれら素

材産業の振興会民！ったα

1967年には内国的用状制度が発足して，生産会：

r8 

業が輸出業者に織物などの原反を供給すれば，輸

出と問機の恩典がつけられるようになった。この

間接輸出方式は原反自給政策によって急速に普及

し，不況に悩みつづけた綿業に対して有力な救済

手段となった。ちなみに類例のない増大をみせた

1973年の綿製品輸出額の半分は，内国信用状制度

で実現されたものであり， 1970年代に入ってから

の韓国綿業景気は輸出衣服業に対する綿布供給如

何で左右されるまでになった（注11）。

・方，輸出衣服に要する化合繊原皮は1960年代

には90%近く日本から導入されて改著が急務とな

ってu、たが、この原）支部分の問産化政策は次に述

べるように1971年から本格化している。輸出メー

カーが使用する原反の65%は国内から調達しなけ

ればならない措置が新たに公布され，また化合繊

等の輸入原民につU、ては r·~軒前承認品目 J に指定

されて，間産化政策の股開が図られた<lll2）。

l道産化政策は品目別，年次別にきめ細かく展開

された。それだけに1960年代後半に生産を開始し

た化合繊業には，既存の）京反供給の規模が少なか

っただけに，最も多くのメリットを享受させた。

かくして国内産化合繊原皮の使用比率は1976年に

は全幣要の過半を突破し， l垣内原氏で輸出衣服製

品を賄なうという政策は大きく前進して，今や完

自給化に返点が移っている。

ところでこのような［:m産保反の使用強制策は輸

出メーカーにとっては一時的にしろマイナス要閃

として作用した。同内産の原Ji.，土原料部分のネソ

クを反映して割高なうえ，品質でも制約が多く，

公然と韓国製衣服の輸出競争力低下が語られる状

況であソfこα そこで韓国政府は｜通産品を使用ずる

ときは金融などでさらに優遇する措置も打ちだし

た。しかしこの種の措置は，実効をほとんど生ま

ず，それだけに輸出メーカーは悶産化政策のチン
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ぷに応じて A 段と合理化を強める方向で，競争力

維持を図らざるを得なかった。

このため1970年代には激しい労働部門に対する

合理化がおこなわれる。 t.ず賃金の支払形態では

能率給にもと ＇） くIll来高システムが大幅に取り入

れられ，生産実Ht中心の賃金制度に切りかえられ

た。：tた生産管理システムの合理化も積極的にお

こなわれ，アメ I）カなど衣服生産の先進諸国で支

配的なベノレト：：ンベア方式が韓国の有力衣服メー

カーに導入された。それに量産衣服生産に不可欠

なシンクロシステムやバンドルシステム左し、った

作業）j式が一般化し，韓国の衣服生産の体系や管

理は急速に先進諸国のそれにiii／九、た｛川:1,0 韓国

の衣服慌業は低賃併とアメリカなど円先進同で支

肥的な労務管理制度を巧みに結子H－ることによっ

て，労働集約的なNil反商品の国際続守？を大いに強

化することに戒功Lたのである。

3. 日本資本の対応と輸出魚増

ltl産化政策はそれ主で独占的に原反を供給して

念た日本の輸/J＼トーカーや大手術社に対Lてもさ

:~ ,~-- t.な対応をJ[Iることになる。韓国産原氏に代

静された織物のf¥;;t＞りに、既存市場の維持のため

緯同では製造のI材難な肉級織物が新たに持打込ま

れj枝記された。主たこれらの原反の幣喪主：促進十

るために，付加価値のつく格製技術が供与され，

60午代と同時に料悶輸川六服業を日本原、反の販売

法l也ど「る努力が商社によりてつづlf e:，れたわ

LかLこの時期におけら H本資本（り特徴的れ割

引土、陣l色lのJll：て吟l'<N民苦）jiI【ピを外：戸1占 〈ヲl白：按J交資

f’了 f任：i住し f‘てこ.＼~で更告，；；：，

ぴ〉投 iぐI↑J；技Jへと大＇＂＂く変わ〉たのである O 「東レj

［テイジンj とし、フた有力合繊メーか…は，

聞社の協力会科て1960年代後半から現地資本との

('/'1f'形態で原糸部門での生践を本格化L，作！内政

稀国輸出衣服業の発展過程と成長要肉

業の保護政策のなかで既成の原糸市場の確保を図

りながら，成長著しい輸出衣服製品の原反につい

ても独占的に供給しようと狙ったのである。また

衣服などの繊維二次製品の分野に対してはこれま

た日本商社が中心になって直接投資がすすめら

れ，韓悶の低賃金と輸出奨励策を積極的に生かす

方策が志向されていった。

製品輸出から資本進出への転換はこの時期国際

収支がー窟悪化したこともあって，韓関政府から

大いに歓迎された。韓国政府はまず1967年に「外

資導入法lを改定して外資の元本や利潤送金を保

証して外資導入を奨励し， 1970年には直接投資の

手続簡素化に加えて，外資に対する労働争議を事

実上禁止する措置をもりこんで投資環境の整備に

努めた。そして同年には衣服業を外資の誘致業種

とし，格製技術や海外版発力のある日本撒維資本

を導入することで，衣服産業を強力な外貨獲得産

業に育成しようと闘ったのである。

周知のように1970年代の前半期におけるわが国

経済は高度成長の持続から労賃が急上昇し，労働

力不足が一層深刻さを支したときであった。とり

わけ労働力を多量に消費する衣服メーカーでは労

働力の確保難で通常の生産も支障をきたしはじめ

てU、たrn:14J。それだけに韓国i輩出は大いに関心を

よび，日本商社などの斡旋や資本・技術協力で多

数の衣服関連企業が韓国に進出していった。

1974年にはオイルショックによる不況対策のた

めに衣服業種に対する外資の対韓進出が禁止され

るようになったが，この時期までに衣服分野に対

「るn本の対幌進/IL企業は35件に達した。これら

の直接投資をおとな什た日系資本は総合商社には

じまって繊維専門閥社，大手合繊メーカー，大手

縫製メーか…，それに名もなき零細メーカーなど

係機の流通、生産資本を網羅し，韓国側の資本と

19 



1978070022.TIF

高

MMmh
け
円
μ

制輸，，，，，
fi
’
 
，p 
，，，， 
，
 
，
 

，
 

，
 

，
 

，
 

，
 
，
 

，
 

，
 
，
 

，
 
，
 
，
 

，
 
，
 
，
 

a

，
 ，

 
，
 

，
 

，
 

，
 

，
 

，
 

，一
・
一
向
百

戸

「

6

d

’一－界

ω
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ほぽ50%の出資比率で衣服生産をおこなったので

ある。

このようにして日系合弁投資企業で生産された

衣服品目は進出後わずか 2,3年内にワイシャツ，

ストッキングなど18品目におよび，現在

では日本で生産される衣服製品のほとんどの品目

がこれらの合弁企業でも生産されるようになって

紳士服，

u、る（注15）。

衣服業種に対する日本資本の対韓進出は全量輸

出を条件として認可されただけに，拡大する韓国

衣服輸出の大きな婆困になった。
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（出所） 緯同銀行『緯国経済統rl十年報』各年版
ウノレ 1960～1977年。

（注） 衣服の範聞はSI TC84でUi；汁。メリヤス系
衣類も合む。

出の場合は，進出当初から日本のスーパーなどの

量販店に対する製品供給を計画しておこなわれた

ため，いわゆる油輸入問閣として，現在の日本繊

維不況と深い係わりをもつことになっている。

1970年代韓国の衣服業発展のプロセスは第 1際｜

が示すように全面的とも言うべき輸出志向型のそ

れであった。広義の意味での衣服輸出高は1970年

ではやくも 2億ド）レを突破し，韓国輸出商品の尖

兵と称される拡大をとげた。そしここのような輸

出端大の傾向は世界的なインブレの波にのってさ

らに進み， 1973年には 7億5000万ドルという「衣

服業界始ま q て以来の好最気」を組歌するように

なった地16）。

しかし1974年に入るや，長気はオイルショクの

とりわけ対日輪

ソ

72 71 70 60 

主要衣服生産国の輸出実績（1974年度）

〔単位： 100；庁ドソレ）

第2表

「史上最悪の不ために一転して苦境におちいり，
制金国

況jとなった。大半の衣服メーカーは操業率を

( /J＼所） 通産省：＇.＇U,.t;産業向編『明日のアパレル産業』
日本繊維新聞社 1977年 311ページより作成。

on o域内貿易を除く。
山内輸出分を含む。
:n緯国の実績は1976年。（）内は1974年。

1,801 
417 
3没4

1,688 
86:"l 

1,845 
(863) 

C
カ
本
港
湾
問

メ
E
γ
け
喬
ム
け
緯

カの弱い輸出1ご諦企業などはほ

とんどが休廃業という深刻な事態に直面した。そ

れにもかかわらず輸出規模が伸びたのは，新規に

設備投資をおとなった友服メーカーが，企業存続

のために採算のいかんをとわず輸出に注力せざる

60%台に落とし，

このH寺期の衣を得なかったためとみられる。

服輸出のほとんどは出血輸出であった（泊17)0 
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Ⅱ　高度成長の要因分析
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このような激しい不景気も， 1975年の後半には

最大の仕向地であるアメリカ市場が好調に転じて

その様相を変え，他方で韓国政府は「総合貿易商

社Jを新たに発足させて，これまで以上の衣服輸

出ドライブをかけることになりた。この間，衣服

メーカーは有力市場で非制限輸出品扱いになって

いる人工皮革衣類やスノウジャケットなどの製品

開発を積極的におこなって自助努力をつづけ，ま

たいかなる厳しい注文条件をもこなす柔軟な供給

構造をつくりあげて，海外市場進出を展開した。

この結果1976年の衣服輸出は18億4549万ドルと

いう空前の額に達し併18），第2表が示すように，

繊維ニ次製品輸出国のなかで最大クラスの生産基

地となった。今や韓国は世界で最も大きく，活気

のある輸出衣服産地に発展するようになったので

ある。

Citl) 大枠制J級協会『繊利uド報』 1973年版 ソウ

ル 19744'・ 118ページ。 大韓紡織1frh会『繊鮒i年報』

1975年間正 ソウノL 1975年 1:39ぺ－ :: 0 

（注 2) 弘前大学経消研究所『斡同保税γ‘場ノ実熊

分析』ソ市ノレ 1970年 306～：n2ページ。

OU) 前ti』w織紙f斗三割U 1971年）阪 17::lベー ジ。

（注 4) ifflJ: . .-4 174ベ』4 ジ。

(/1:5) 前十品『織維ffて科技』 1972:ff.'版 135ページ。

(it 6）『ll経産業新聞』 1977年11月12日。

Ci主7) 前倒『繊鮒fド織』 19711ド版 172～177ベ

ゾゎ

（注 8) 同J:~ 1976年版 134, 140ページ。

(I+. 9) 通F在省生活産業応『明日のアパレノLJ卒業』

日本繊維新聞社 1977'4'- 21ベージの数’Fそもとに試

算。

(I主10〕 斡凶貿易協会『戦時輸出産業ノ背成』ソウ

ノレ 1970年 223ペー ジ。

（注11) 韓凶貿易協会 r斡凶貿易史』ソウル 1972 

1・439ページ。前掲『繊総長年報』 1974'4'-版 申請Hl絡。

UU2) 前ぬ『繊維｛j'.報』 1972年間1 137＇しージ。

（注13) 『日経産業新聞』 1977年IUJ1211 o 

金光年整「低賃令ノ F王子」 （『月 l司l 呼·~：』 19771ド5Jl) 

2::l自～252べ

鯨国輸出衣服業の発展i歯科と成長要因

（注14) 中込省三『日本の衣服産業』東洋経済新報

社 1976年 361,418ページ。

（注15) 前樋『繊維年報』 1974年版 171ページ。

（注16〕 同k香 27ページ。

〔注17) 朝興銀行「輸出縫製業界ノ動［i,JJ（『朝興経

済』 1976年 1月弘前掲『繊維年報』 1975年版輸出

掛。

（沈18) 前掲『繊維工業統計』 1977年版 52ベ

ジ。

II 高度成長の要因分析

1. 労働と規模の聾悶

(1) 賃金格差と女子中心の労働力構成

衣服縫製品の国際競争力を規定する大きな要因

は，賃金コストが総原価の50～60%を占めること

からも明らかなように，生産労働者の賃金水準で

ある（注1¥

韓国衣服労働者の賃金水準がどのくらいで，ど

のように推移したかを調べてみると，第3表が示

すとおりである。 1976年の月棋平均賃金は 3万

5789ウォンという水準で，当時の対米為務相場率

で計算すれば89.41りレとなる。このような衣服労

働者の1976年賃金水準は1970年のそれに比べて約

3.5倍も上昇しているが，それでも国内工業部門

のなかでは最下位に属しており，韓国の代表的な

低賃金業種を形成している。

ところで第3表が示すような衣服労働者の賃金

レベルは，わが国の業界などがおとなっている平

均賃金と同一に論じていいかどうかは相当問題が

ありそうである。韓悶の新聞や雑誌で紹介される

衣服工の実質賃金の大部分は，上記の政府や業界

統計よりも相当低めになっていて，賃金水準の倍

頼性に問闘が生ずるのである。ちなみに有力維製

メーカ一月額平均賃金は， 1978年現在でも， 2万
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策3表衣服工月額労貨の推移と他業種比較

（単位：ウォン）

＼＼業種

1970 14,561 11,389 9,904 
1971 17,349 13,:rn:i 11,765 
1972 20,104 16,388 1:3, 352 
1973 22,330 19,143 …II 8 91:i 1974 :l0,209 27,571 19,931 
1975 ::18,:-l78 :n,393 25,152 11.fi87 
1 9 7 (i 51，ほお 45,681 ]5,789 

（出所） 1970～71年は『韓国織維年報』各年版の記

事より引用。 1972～76年は韓国繊維協議会『緯国

繊維工業統計』 1977年版 ソ巾ル 1977年 67ペ

ージ。 「衣服業初任給lは『枠JTJ繊維年報』各年

版の記事によるの

'1000ウォン（キ41ド1レ）にすぎないとする報道が最

近有力新聞でなされている悦2）。このようなニュ

ースが現状をおおむね反映しているとするなら

ば，韓国で公式的にとりあげられている平均的な

賃金水準は実情よりも相当程度割高に設定されて

いると言わざるをえない。

韓国衣服労働者の賃金は国際的にみるとどうな

るのであろうか。この点につし、て日本の関係団体

は次のような調査結果を報告している。すなわ

ち， 1975年の韓国を 1とすれば，アメリカ10，日本

5であり，韓国の有力な競争国である香港は3.3,

台湾 1.5としている。これからも明らかなように

韓国衣服労偶者の賃金は，繊維製品の輸出国のな

かでは最も低い方に属する（削）。

賃金水準は労働時間と宿接に関係するが，韓国

の場合は長時間労働を大きな特徴とする。勤労基

準法第42条は標準労働時間を 8時間として運用す

ることを定めてはいるものの，通常の衣服工場で

は生産効率をあげるため 2時間以上の超過勤務が

一般化している。輸出大手メーカーの労働時間の

実態については，今までのところ関連資料を入手

できないため明らかにできないが，輪出下請工場

22 

や園内市場向けメーカーについては労働日の状況

を示す業界資料が利用可能である。それによれば

標準時間である8時間勤務の労働者は全体の2.9%

と最も少なく，第 1位を占める労働時間は14時間

で34.5%に達する。これに13時間労働の労働者を

含めると全体の 3分の 2以上になり，韓国衣服中

小企業労働者の長時間労働の状況を明らかにして

いる仙川。平均13, 14時間労働という長時間労働

のあり方は，競争力に劣る下請企業の重要な存立

基盤を形成するばかりでなく，輸出衣服品のコス

トを間接的に引き下げることになるわけで，ここ

にも韓国製衣服類の海外市場進出を促がす要因が

あるのに留意したい。

衣服労働者の低賃金，長時間労働を可能にして

いるのは，解放以降一貫して労働力が過剰である

とし、う労働力需給構造にあることは言うまでもな

、。加えて，衣服業労働には次のような労働力構

成上の特殊な事情が反映する。

韓国衣服業の主要な粗い手は若年女子労働者で

あり、全労働者の80%以上が女子によって占めら

れてし、る。これらの女子労働者の年齢構成は宋成

年層である18～20歳の層が41.5%と最も多く，こ

れに通常の結婚年齢である24歳までの女子労働者

を加えると，全体の90%以上となる。韓国の衣服

生産は若年層の女子労働者によってし、となまれ，

男子は監督的な仕事や熟練を要する裁断部門に限

定されているのである〔it5〕。

こういった韓国衣服業の労働力構成の現状は，

大半の労働者が中・高年層で占められる日本やア

メリカのそれと好対照をなしており，これが労働

生産性の面で優位を形成しながら，次に述べるよ

うなことで賃金コストを低位に保たせることにな

る川6）。
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韓国の賃金はわが悶と同じように生産労働者の

男女別賃金格差が大きく，その平均的な格護は 2

分の lにも及ぶ。そのうえ女子労働者の勤務形態

は結婚退職制が一般的であるため勤務期間は相対

的に短かい。したがって昇給などによる労務コス

トは日本などに比べると相当節約できることにな

る。また衣服女子労働者はその半分以上が義務教

育だけの小学卒業者ということで，学歴による賃

金格差の影響も大きく受けるのであるrn1＞。

このような労働力構成上の特徴から韓国衣服労

働者の賃金水準は下方にびきょせられ，世界の繊

維輸出国のなかでも，また圏内の他産業の賃金に

比べても，最下位に位置する低賃金を形成するよ

うになったとみられる。

(2）量産相一貫生産システムとード諦企業の利用

韓国衣服生産の特徴は均衡のとれたー質的な生

産システムでおこなわれていることで，これが衣

服輸出を促進する第2の要因をなす。一般的に言

って，衣服部門の生産は第2聞のような工程でお

こなわれる。とのll韓問の場合は衣服メーカーの

相当数が合繊，綿といった素材メーカーにより経

営されるため，）京糸から最終製品まで企業内およ

び工場内分業の形態でー資生産される今一スが多

したがって，糸，布といった素材，中間製品の

生産が最終需要である衣服部門にリングしておこ

なわれることになり，他面衣服部門の方はその製

造に必要な原氏を条件に応じて滴確に調達できる

ようになる。需要が急速に変化し，多様化する輸

箔2凶繊維産業のなかの衣服製造

衣服製造ffll門

（出所） 1t1 Jltl＇三『日本の衣服偉業』東洋経済新報

社 1976年 68ページによる。

斡凶輸出火Jjf!業の発U昼過程と成長袋内

出衣服品のような場合にとって，以上のようなし、

わゆる川上，川中，川下の諸関係が一体化している

生産システムは非常に効率的であり，これが1970

年以降における韓国製衣類の間際競争力を伸ばす

大きな要因となったとみられる。素材，加工部門

と衣服製造部門が有機的に結合されている韓国の

衣服生産方式はアメリカ衣服生産のパターンであ

り，各部門が相場生産によって結びつき，有機性

に欠けるわが国の繊維生産システムとは，好対照

をなしているのに注意したい（注8）。

一貫生産システムは量産体制という規模の経済

の導入により，さらに国際競争力を強化する。韓国

最大の貿易港である釜山には， Iの2.でも述べた

ように1972年からー工場で工業ミシン数2500台を

擁する衣服生産がはじまったが，この工場の従業

員数は韓国の通例とされる工業ミシン 1台当り 2

人として計算してみると， 5000人にも達する。ち

なみに， 1975年には工業ミシン数1000台以上の事

業所が，15カ所にも達しているとのことで，韓国の

衣服生産の主力工場は繊維生産閣のなかでも最大

級の規模にあるという現実を理解できょう Cll:9 ¥ 

それだけに大型工場からなる輸出衣服工場の平

均規模は世界各国のなかで最大クラスとなる。

事業所当りの従業員数は 256人を数えて，この種

の分野では最も大規模とされたアメリカや西ドイ

ツのそれの 3.7僚に達するο 小規模企業の多いわ

が国の平均規模の比較では， 19倍もの格濯をみせ

るのである（注10）。

1976, 77年に「鮮京J「韓ーJ「暁星Jといった

合繊メーカーは，相次いで「総合貿易商社Jに指

定されて財閥化の道を歩むことになったが，これ

は以上述べてきたように素材工場をもとにし

産型一焚衣服工場を建設し，多量の衣服輸出に成

功したためとみられるのである。
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ところで急増する衣服輸出を主導しているもう

一つの拙い手は韓国の商社である。この種の商社

はこれまで自社の衣服工場で生産した製品で輸出

拡大を担ってきたが，最近は輸出下請企業の利用

を積極的に展開しているのが特徴となっている。

輸出達成額のランキング l, 2位を争っている

「三星」「大字｜などの商社は自社工場で大量の輸

出衣服を生産しながらも，最近は輸出下請の中小

企業に対する依存率を大きく引き上げ，今後の

生産の主力を下請に置くような動きをみせている

(1976年の下請依存不は三星物産 55.4% ，大とi酔実~10%〕

（住11)

このような輸出衣服の下請企業の利用は， 1972,

73年明の輸出好調期に商社や大手酷維メーカーな

どが向社工場だけでは注文に応じられなかったた

め始まった。商社などは輸出衣服の製造に必要な

技術を供与したり，会融的な支援もおこなって輸

出製品の確保につとめた。しかし寸イ／レシ司、ソク

を契機にした不悦でこれらの輸出下請企業の基盤

はゆるぎ，親企業である商社などは辻気変動のパ

ップァとしてこれらの下請企業を整現した。この

ため輸出下請企業の多い釜山地域では， 1974年に

は大半の下請企業が休廃業に直面し，深刻な打繋

を受けたのであった仇12〕。

しかし輸出下請業になれば，商社などからの注

文とともに，政府から金融的な優遇措障がつくた

め内需業からの転向が多く， 1975年現従輸出衣服

メーカ－860"事業所のうち60%ほどに相当する500

工場はこの種の下請関係で輸出生産をおこなって

U、る(itl:l)。

輸出下諦企業は設備や経営カに問騒があるため

コストダウン効果についてはにわかに結論をだせ

ない。しかし親企業にとっては景気変動によるリ

スク凹避などの周知のメリットがある。また下諭
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企業に対する生産資金として融資される輸出金融

色親企業は力関係を利用してその下請企業に渡

たさず，自己の育成企業への融資や商社金融など

に使用するケースもおきている。このような事情

があるため， 1970年代の中葉期から輸出下請業を

利用する生産方式が，商社などによって積極的に

進められるようになったとみられる。

それだけに輸出下請中小企業の方は自己の存在

基盤を大メーカーに比べてより低い賃金に求めざ

るを得ない。このためHの1.でも述べたように，

これらの企業は劣悪な労働環境のなかで長時間労

働を強制し，韓国低賃金労働の典型を形成するよ

うになったのである（/tl4）。

2. 市場構造と輸出政策の要因

( 1) 先進諸国中心型の市場構造

第3の輸出促進要因は主要な輸出市場をアメリ

カ，日本，西ヨ一口、ソパといった先進諸国に求め

たことにある。第 3闘が示すように， 1970年代の

織物を原料とする韓国衣服輸出の90～95%はこれ

ら地域で吸収されてきた。先進諸国の繊維貿易は

1970年代に入って非常な活気をみせ，インフレの

激しかった1970～74年には，繊維貿易規模は約2.5

倍と大きく拡大したo それだけに，これら地域に

狙いをつけた韓国製衣服は輸出が拡大した。

最大手の市場であるアメリカについてみると，

韓国製衣類は下級製品を中心にして1960年代後半

に急連に輸出量を伸ばした。そして1970年代に入

るやアメリカ市場はドル防衛策の破綻などで物価

が上野‘したため，韓国衣類の競争力はさらに高ま

る結果となった。そのため国内業者が反発して，

1971年に韓国はニクソン繊維輸入規制の対象凶と

された。アメリカ国内衣服市場の10%相当を日本

や台湾，香港といった先発凶と争わざるを得なく

なったのである。
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第 3図衣線類輸出市場の推移
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（出｝9r) 韓国貿易協会 『斡国貿易年鑑』 1972年版

ソウル 1972年 111ページ，同 1974年版ソ

ウル 1974年 398ページ，および韓国繊維協

議会『韓国繊維工業統計』 1977年版ソウル

1977年 268ページ。

（注） 輸出額は韓国縫製工業協会集計による。

韓国輸出衣服業の発展過程と成長要因

ニクソン繊維輸入規制は「友邦国韓国という特

殊事情を無視した措置」と呼ばれて，対米市場の

依存度の高い韓国繊維業界に大きなショックを与

えた。とりわけ衣服業界は深刻で，一時は前途に

絶望するほどの混乱を生んだのであるが，事態は

懸念した方向には動かなかったGU5）。

アメリカ市場で大きな競争力をもっていた日本

は，円高と労賃の上昇からアメリカ市場で大幅に

後退していった。加えてアメリカの景気はインフ

レで活気をつづけ，中・下級の衣類需要は増大し

た。そこで供給能力にゆとりのある韓国衣類は一

躍アメリカのパイヤーによって脚光をあび，引き

合いが増加していった。アメリカ向け韓国衣服は

ドレスシャツ，下着， アクリルセーターなどの

下級品であったため特に技術的蓄積を要せず生産

ができた。また輸出価格は小売価格の約10分の 1

といったように趨安値であったため，大衆製品を

販売する大規模流通網で歓迎され，短期間で韓国

製衣類はアメリカ全土に拡がっていった（注16〕。

この結果1976年対米輸出額は7億6000万ドルと

大きく増大し，アメリカ市場は全衣服輸出高の

45.5%の割合を占めて，最大の輸出市場として今

日にいたっている（注17）。

これに対して日本向け衣服輸出はその開始時点

が1966年というように早くから始まったが，アメ

リカ向けのように順調には進まなかった。日本の

衣服市場は30万と言われる落大な中小縫製メーカ

ーで供給される典型的な内需産業であって競争が

激しく，複雑佳奇と称される繊維流通は韓国製品

の持続的な進出を許さなかったからである。その

うえ，わが国の衣服品は消費者が実用性に加え

て，仕立のよさや，丁寧さ，外観などを重視する

ため，機能間中心のアメリカ向け製品のままでは

販売できず， 1960年代はもっぱら試験的な対日輸

2ラ
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II:¥に慣まるほかはなかった位18）。

このような事情は1970年代初における過剰流動

性の到来で一変した。繊維製品は木材などととも

に最大の投機商品になって暴騰し，緯l乳製衣類に

ついても量や品質のいかんをとわず日本の資本が

口付けに走った。日本資本の殺到はそれまで不況

に悩んでいた韓国繊維業界に「史上最大の利益j

をもたらしたばかりでなく，日本の大小の繊維資

本や流通業界とさまざまの係わりを生みだして，

韓国製衣類の日本｜：障をもたらす決定的な契機ど

なった（白19）。

インフレがピークに逮した1973年には禅問製繊

維品の対日輸出高はら億3300万ドルと白（j年比約3

倍の伸長をみせ，衣類はそのなか vで過半の比重を

しめて，日本市場は令曜37%という大きなシェア

を占め，韓国第一の海外マーケットになった（問。）。

この時期は Iの3.でも述べたが，商社や繊維資本

が労働力確保を第一の主眼として本格的な対韓進

出をおこなったときであった。これらの藍接投資

企業は1974年末に誘致措躍が取消されたとさまで

お件に遣し，主要な衣類を生産しながら対日供給

の太いパイブ。を造りあげていった。このようにし

て韓国衣服は1973年以降は日本の繊維輸入総額の

50%を占めるまで成長し，不況に悩んだ1976年で

も4億ドル以上の対日輸出を実現して，スーパー

マーケットや百貨店などの量販店のなかで不動の

位置をしめている仇：2ll。

一方，丙ヨーロッパ市場への進出は， 1971年の

ニクソンによる繊維輸入規制による市場の多様化

策で本格化し，以降は西ドイツを第一の輸出国に

して，衣服Mi総輸出の20%～35%相当をこれら地

域が占めるまで成長している。このため1974年に

はEC加盟聞からいっせいに輸入規制をうけ，爆

発的な対西ヨーロッパ市場進出は阻止された。 L,
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かし韓国は非制限品目である人工皮革衣頼などの

開発を積極的におこなって輸出拡大に努め，また

シャツ，下着，セーターといった韓国製の大衆用

衣服は価格が安く，早期納入も確実なためバイヤ

ーの人気は高し、。したがって1976年の対商ヨーロ

ッパ市場への輸出高は 4億ドルを超え，全体の ι1

分の 1以上を占めている。

それに最近は中東，アフリカなどの産油国に対

する売り込みが盛んで．これら地域での競争力も

相当なものとされているC/1:22）。

(2) 手厚い輸出奨励策

輸出増大の第4の要因は輸出第一主義と称され

る韓国政府の積極的な助成措置である。周知のよ

うに，緯国政府は1960年代の中葉期に輸出奨励政

策を体系的に整備し，金融，財政などの手段をij:1

心とした手厚い輸出促進策を展開しーて，高度経済

成長の実現を闘ったο

輸出金融面では融資額の拡充がおこなわれ，合

利も 7%に引き下げて内需産業に比べて大幅に優

遇した。租税策でも，輸出所得であれば法人税や

所得悦が全額免除とされ，輸出用原資材に諜税さ

れる関税や物品積も免税となった（／ic23）。

このような輸出奨励策に加えて， 1960年代後半

には，ソウ／レなどの郊外に相次いで輸出工業団地

が造成され，エネノレギー，輸送，通信などの社会

資本が集中的に整備された。輸出企業中心の生産

体制が急速に整備強化されたのである。

輸出促進策は産業政策を過しでも展開された。

本格的な海外市場進出には設備の近代化が前提と

なるが，闘内の繊維機械工業が米発達の状況下で

は，何よりも借款を獲得して，最新の設備導入を

l兵lらなけi1,I ;f ts.らなかった。

そこで韓国政府は借款導入の認可にあたって輸

出用設備を最優先とし，設備投資政策や原料配分



1978070029.TIF

でも輸出中心主義を前面にだす産業政策を展開し

たのまた借款の元利金返済にあたっては取得外貨

でおこなわなければならないと義務づけ，借款に

よって設備投資をおこなった企業には採算のし、か

んをとわず一定額の輸出を達成せざるをえないよ

うにしたのであるぽ24）。

このような韓国政府による輸出第一ー主義政策の

推進は国内市場の狭小性と相去って，強力な輸出

ドライブとなり韓国製衣類を海外市場に進出させ

る重要な要閃となった。こうヤった左こんに‘最

近ではHの 1.でも簡単に述べたように韓！可貿易

の机い手ーとして議場した総合貿易商社が， i火に主！！：

べるような治出拡大策によって繊維輸出を棋倒的

にすすめており，衣績の海外m』場進出lt新しい局

面をむかえている。

総合貿易商社は1975年に制定された［総合貿易

商社指定等に関する要領Jにノ息づし、て運常される

ようになった。この要領によっーて，輸出獲得額の

ランキング10位までに入った商社に対しては，（1)

従来以｜二の金融、財政面の助成，（2）輸出用原資材

に対する輸入手続の大幅簡素化，（3)1977年を初年

度とする「第4次経済開発事業」での存種事業の

佳先的な許認可等々が，新たにメリザトとして

供与・されることになった。ここから商社に代表さ

れる有力企業は，総合貿易嗣社指定のメリ、ソトを

狙って，激しい輸出競争をおこなうことになった

（注25）。

商社であれば総合商社や繊維専門商社のU、かん

をとわず，向社グルーヅのi銭外販売を強化したc

そして従来取引関係のなかった企業の輸出代行業

務に進出し，生産資金の供給や輸出製品の開発や

物流耐の披助などの商社機能に新たに溝手し，強

化していった。 1975年以降の韓悶貿易は「総合貿

易問社j主噂型！とも設うべき特徴をみせながら燥

韓国輸出衣服業の発展過程と成長要内

閉することになった。

このため有力商社は輸出拡大に寄与する商品を

物色した。既存の輸出商品の洗い直しがおこなわ

れ，有望製品の開発が検討された。ここから衣服

品は1970年代輸出品のチャンピオンとして各商社

から戦略的な輸出商品に指定され，衣服トーカー

の強化がおこなわれていった。

総合貿易商社第 1位の「三昼物産jは1976年の

輸出達成額3億4500)jドノレのなかで衣服中心の繊

維製品の比重は52%と過半を占めた。また第 2位

の「大字実業」は 2億6800万ドノレの約半分を衣服

輸！一l'iで達成してし、る。そして「韓－J「暁星Jr－鮮

京」といった合繊メーカーも活来が繊維資本であ

るだけに輸出掛の90%以上を衣料などの繊維製品

で実現し， 1976,77年に相ついで総合貿易商社の

特典企手に入れた（／t26)0

かくして衣服穎に依存しない商社は， 1977年末

の総合貿易商社指定13社のうち，セメント資本の

「双竜j，海外建設中心の「現代Jなどコ，三のグ

J L〆…ブ。にナぎず，ほとんどの総合貿易商社は衣服

輸出を燦閉するなかで財閥化の途を開くことに伐

った。

このようにして総合貿易商社という特定企業集

1'fl別の輸出増大策は，オイルショック後の不況の

なかで韓国衣服役海外に送りだす有力な手段とな

りつつあるo今後の韓国衣服の輸出は衣服輸出メ

ーカーの再編成を伴かつつ，総合貿易ー尚杜を軸に

して展開するとみられるのである。

（注 l) W oriel Prnk, Korea, E~ltimore, John 

干TopkinsUniv. Pr剖 s,1976‘p. 172‘ 

(/1' 2) lr:#Ttti:け特リ 19781!' 3 JJ 25卜lO 

(I七3〕 前倒『明 1IO＞γパレノLP長君主』 298ペ－－ C 

（注4) 前崎『繊維年報』 1975年J『i l日ベ

Cl上日〉 戸U-.R 149ベーヲ〆 0

rnニ6) li1H母r明fl：／）アパレノレ産業』 222ベ
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( 11 7〕 隅谷二存リi「韓国企業の労務問題」 （隅待

？三喜男編『斡悶の企業経岱』アジア経済研究所 1977 

年） 121, 124ページ。

（注8〕 『日経j宅業新聞』 1977:¥11月30fl。

(tl: 9〕 前鍋『織if!'年報』 1972年版 137ページ，

1976年版 140べ－ ；；。

〔／J:10) ljlj崩 Ii'RJJけのアハレノLj宅業，I21, ジ上り

試席。

〔注11〕 装表ft:「ノレポ総介貿易向tl:J（『事iW:<l!i』

1977年 2Ji〕 224～237ページ。

(i-112) 古川島 I輸出縫製業界ノ動ji,J」14ベーシ。

(I_仁1::l) 前倒『繊新年採』 1976{fJ阪 140ベ』ジ。

（注14）妥戸干「ノLポ平和l点和統一rl1l揚J（『新

東，m』 1971＇＜！＇‘ l Jj〕 116ページ。 Jllj治「1J＼：賃金ノ際

デ I238ベージ。

(lJ:15) lliTWi『繊維年報』 1972午阪総論鉛＼o

（注1的 ¥ff/.[lq 貿易協会『701下度主要輸出向1111',W合計』

ソウノL 197Uド 55ページ。朗自泰成「何故全部ノ商品

}f同際価絡コ 1）向イカ！（『JIf1J中央』 1978'1:1月） 109

ベ 占ジ 。

Ci主17〕 前W1『繊＊1i.T.'.J住統は；u rn111r版 268へ
ジ。

（注18) 前倒 l'H本の六月日産業』 387べ－ :; 0 

（涼19) 前十ぜJ 『繊維年報』 1974年版 176・えージ。

〔／1'20) 通路省＇ t/ti際業日系Iii『新しい繊利尿業のあ

り方，Ij凶尚産業千i 1977年 94ベー；〆れ

Ci主21) (Ifft日『j'J&fll:年報，J1974｛ド｜仮 171べ－－ ;; 0 

がJII新聞経irrm; I' ・ 千万人J)j裁鮒』 11JlI l 11i llil社 1977 

iJC. 42～45ベル匂：＞0 

Ci主22) 111/Ji必『繊維年戦』 19751ド聞記 愉Illtふ 縫 製

界取材iill「t革製品愉！幻業界10大戦時給iV.」（『縫製界』

19771FI2JJ )a 

(ll23〕 抗Ii補「斡I卦耐il企業の愉Ill進／l'r過程と：企業主張

併I (llfj締隅？？細川幸悶の企業経・：：f』〕 225ページ。

(IL24) 向上論文： 229ページ。

(tl:2町 村jl興銀行調査沼 I斡同総 ｛.尚社ノ現況ト諜

脳 I(U'i:vl興経済』 1977年 lJj〕。

〔11:26) 我判長（ノレボ総介:l'l'.劾向社l cn11耳f,11，：』

19771ド2JJ）。

旧 「i’1~v.化」へむけて

衣服輸出の急増は韓国政府の原料自給化政策の
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展開があったため，繊維産業の発展を大きく促す

ことになった。

1960年代における綿紡績，化合織といった素材

繊維部門は，輸入代替産業としその生産を本格化

したものの関連繊維分野の発展にはなかなか結び

つかず，国内市場中心の発展政策は限界につきあ

たっていた。そのためこれらの素材産業を中心と

する繊維産業は不況業種，外資の従属産業などと

呼ばれて，内外の識者に問題にされていたのであ

った。

こういった特徴をもっていた韓国の繊維産業

は， 1970年代に入るや衣服輸出の持続的な拡大に

よってその様相を変え，本格的な業種聞の連関強

化がおこなわれている。衣服の原料となる織物は

厳しし、国;m化政策の推進で1970年代初に部分的な

同内調達が始まって生産が本格化し，さらに糸の

自給化へ進んだ。また染色といった加工部門など

の発達も促進され，衣服輸出をテコにして，需要

が需要をl呼ぶという構造が繊維産業に成立するよ

うになったのである。

綿業についてみると， Iの2.でも述べたように，

問機輸出の制度が発足したため，それまでの不汎

を脱し， 1970年代はジーンズの流行に乗って好況

産業に転じていった。かくして， 1976年の綿紡績

設備は1970年比で 2倍以上にあたる 200万錐を突

破し，織機は韓国紡織協会の加盟会社だけでも

1976年は 1万7000台を数えて，ほi安全量が広幅用

の最新設備に改替された。そして綿製品の輸出比

率は，間接輸出が主流を占めるという特徴をみせ

ながら，糸72%，布94%(1976年度）まで増大し，

今や典型的な輸出産業に変貌している（注1)。

衣服輸出が与えた刺激は化合繊業において特に

願寺島：である。韓国衣服輸出の中心的な製品はドレ

スシャツ類であるが， これには化合繊系の脱皮
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が基本的な材料である。 1960年代はこの種の原反

はほとんど日本から持ち込まれていたが， 1970年

に入るや国産化政策の展開から急速に国内原反に

切り変わり，次のような生産増大をみせている。

主要原料であるポリエステルは1976年には113,

650トン／年生産され，生産が事実上始まった1968

年対比では 247倍も急拡大した。一方，アクリル

類もセーター輸出の好調から生産が増加し， 1968

年比で17倍以上にあたる102,019トンノ年の生産を

1976年には達成している。それにナイロンもこれ

また同期間内で12倍に相当する73,050トン／年の

生産実績を記録した。

この結果，韓国化合繊業の設備規模は日産ベー

スでアクリル223.5トン，ナイロン158トン，ポリ

エステル321トン，ビスコース59.2トンとなり，こ

れにその他の設備を含めると812.3トン（1976年〕

に達する。わが国のほぼ15%にあたる化合織の生

産能力を隣国韓国がわずか 6～ 7年のなかでもつ

ようになったのである。

化合織業の輸出比率はしたがって大きく伸ひ

る。 1960年代後半期の生産開始時ではその製品は

議入代替産業として出発したために凶内向けであ

ったが， 1976年にいたるや化合繊製品の70%相当

は海外で販売されるようになった。そして化合織

の総輸出高は19龍5000万ドノレを越え， 1970年代の

繊維産業の中心は綿業から化合繊業に移行をみせ

るのである（注2）。

輸出市場への生産体制の変化は中小機屋からな

る織物工場やニット業界でも同様で，今や海外向

け生産が主流となり，染色業などの川中加工部門

も連閥的な影響をうけて成長をみせゐようになゥ

fこ。

化合繊業の持続的な成長はその基礎原料を供給

する業種も発展させている。合繊工業で原料とし

隣国輸出衣服業の発！見過程と成長要国

て使用される各種の石油化学製品は，従来はチョ

ップの形態でほぼ全量が日本から供給されていた

が， 1972年には蔚山石油コンピナートの完成でま

ずポリプロピレンの完全自給化が実現した。アク

リルの原料であるアクリ／レニトロムも同年「東西

石油化学Jの発足で国内需要の30%相当が確保で

きることになった。 1978年には年産7万7000トン

に拡張される予定で，アクリノレ原料の70%は韓国

内での供給が可能となった。またナイロン原料も

74年から33,000トン／年規模で生産が始まり，自給

化体制は一歩前進している。それに需要が著しい

ポリエステル原料Tp Aも， 1978年から「三星石

油化学Jで年産10万トンのスケーノレで供給される

ことになり，これらの計画が完成すれば韓国合繊

業の原料自給化率は70～80%になると推測されて

いる。園内自給化体制は急速に実現の方向にある

と言うことができょう Cl!:3）。

繊維産業の発展は国内繊維機械の成長をも誘発

している。衣服工業に最も関係の深いミシンでは，

家庭用ミシンの場合は 100%国産となり，輸出も

1976年には1300万ドルを達成して，台湾などとと

もに世界有数のミシン輸出国となった。また工業

用ミシン製造業の発展も目ざましく，最近は国内

需要の30%程度を供給し，特殊ミシンの実用化も

日程に上ってきている。

一方， 1960年代には見るべき姿になかった織機

生産も順調である。比較的構造が簡単とされる絹

織機は最近はほとんどが悶内産で供給され，輸出

も1976年には 560万ドルに達して今や家庭用ミシ

ンとともに；釘望輸出商品として登場している。ま

た綿織機も急速に品質が改善されて，｜議内シェア

の50%は国内織機で確保され，圏内工業ミシンが

制圧するのは時間の問題とする指摘もでている

〈注4)0 
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第 4図 繊維製品・~lWUJ；（料・繊維機械の輪山入推移
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（出所） 韓国銀行『韓国経済統計什報J1965, 1969, 

1973, 1977各年版，および，韓国繊維協議会『枠

国繊維工業統計』 1973{Ff災および 1977年版。

このようにして，韓国の繊維機械輸入の中心は

高度の技術を要する紡績機械などに移っている。

ここから織維機械の輸入依存率は1973年の87.4%

から1976年には52%まで低下をみせるようになっ

た。

大規模な衣服輸出量の持続は繊維夜業やその関

連部門の発展の牽引力をなしてきたが，繊維産業

の構造そのものにおいても変化を生みだしてい

る。繊維産業は原料輸入と製品輸出をつ〆.5けるな
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かで，急速に輸出入構造を変え， 「産業自立化j

への歩みを強めている。

第4闘が示すように，韓国繊維産業の輸出入構

造は1960年代の前半は合繊業などの輸入代替産業

の建設を積極的にすすめたため入超をくり返した

が， 1960年代後半に入るや衣服輸出の好調から輸

間入ギャずは急速に縮小し， 1968年ごろはほぼ均

衡するという画期的な段階に到達している。

1970年代初は Iの3.でも述べたように輸入代替

産業の発展と政府による強力な国産化政策が展開

されたときであり，このなかで従来日本な~tこ依

存してきた原資材類は圏内産に切り変わった。そ

して1976年の総輸出額は28億ドノレと大きく増大し

たが，他方繊維原料や繊維機械などの原資材輸入

舶は合計して11億ドルに寵まり，繊維純外貨取得

額は17億 ，ご｝レという撞大な金額となっている。韓

l詞の繊維産業は衣服製品の君、激な海外市場進出を

テコとして，韓国で最も外貨獲得額の高い輸出産

業になったのである。

このような繊維産業の巨額な外貨は韓国の国民

経済を強め，拡大再生産の大きな要因をなしてい

る。周知のように，韓国経済は圏内機械工業の低

｛討生や資源の制約といった特徴をもつため，現在

最優先させて推進している重化学工業他には，原

資材の継続的な導入が必要である。

この点，衣服類を中心とする繊維製品の17億ド

ルとし、う外貨黒字額は重｛じ学工業化に必要な原資

材を外国から調達することを可能にし，韓国経済

の拡大再生産をうながす重要な契機をつくりだし

てヤる。このような重化学工業建設を外部におい

て支えるという再生産面の機能は，輸出衣服業が

国民経済のなかではたしている重要な役割と言う

ことができょう。

ところで，衣服輸出を牽引車とする韓国繊維産
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業の自立化の動きは，外国識維資本にもさまざま

の影響を与えている。韓国の各穏の繊維資本は日

本の大手合繊メーカーや総合商社などによって育

町立され， 1960年代から70年の前半は「従属産業J

の典型として問題にされた。しかし1970年代の中

半期から韓国の繊維資本は衣服分野を中心にして

急速にカをつけ，日本の商社や繊維資本から離れ

て自立化の動きをみせている。そして韓国政府の

方でも国産化政策や総合貿易商社の育成などを積

極的に展開しながら，外国繊維資本の活動を除々

に規制し，韓国繊維産業を自国民が某本的にコン

トロールしていく方向を明らかにしている他5〕。

こういったところに，日本の対韓進出繊維資本

は本同で製造した製品が第三国市場で韓国製品に

敗れはじめ，肝心の日本市場でも韓国製六服類が

氾濫して， L、わゆる逆輸入問題を生みだして原糸

メーカーや二次製品業者の基盤そのものをおびや

かすようになった。ここから対韓投資繊維メーカ

ーのはとんどが韓国での底接投資や資本技術協力

などの見直しにせまられ， 「競争企業の育成」や

「韓国撤収Jといったドラステック論議が公然と

語られることになったのである（注6¥
( il: 1〕 ,iiiお「斡i1i!刊誌企業の輸H¥jftil',j歯科と企業ff

’＇＼ J 235へ－ ＇）。会・n:,lh「まiiiがJ織工業」（『州議週事長』

1977年12JJ1811 ) 10ペジ。

(ii 2) 全国経常時LJ1体，tE{1-｛， 『粁J存!j.;l{d1977il 

11正 ソウノL 1977年：169ベ ン。 rliJIL¥ I繊維年械』

19,tiiJo mx: s:-1へージ c

C ;t ;3) HJ'. nt，針：1$主J iリ77>1-IJY. :JlO, :)tiリヘ←

／ 。

Cll ,1 ) IぃII：，点，121、

U1, !'i) 悦凶J宅業銀Iir申≪i1.凶ノユ二去を』 197“lfc.版・，1,

ノ•＇； JC ]97“）,i'-D 

（注6) If i Ii壬産；支持it剥』 1977 4'.11 J J 14, 151 ！など。
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韓国衣服業の今後の姿一一つまり輸出はどのよ

鎗図輸出衣服業の発展過程と成長寝間

うに展開するのであろうか。このことについて以

下二，三の問題点を指摘してみたい。

まず第 1は韓国衣服業の国際的な優位性はここ

当分の間崩れそうもないということである。成長

を支えた大きな要因である低賃金，量産一貫生産

体制，先進国プラス中東アフリカなどの産油国へ

の市場進出，政府の輸出第一主義などは，どれー

っとっても日本や香港，台湾などの競争国よりも

有利であり，中・下級製品の輸出であれば，これ

からこそ真の競争力がでてくると言えなくもない

のである。

しかし衣服類輸出拡大のテンポは以下のような

要因で今後は鈍化することは確実であろう。韓国

の衣服輸出規模は世界の衣類貿易額のなかでおよ

そ10%を占めたことでも明らかなように相当な割

合となり，それだけに輸入国の抵抗は今後ますま

寸ー激しくなると予想される。したがっていままで

実植されてきた輸入ク寸ーター制はさらに強化さ

れる見通しとなる。また輸入規制外商品である非

制限品目の開発は中心的な商品でないだけに限界

があるし，産油国市場の規模も先進国市場の大き

さに比べればし、くらにもならないので，当凶代替

市場としては大きくは期待できそうもない。市場

的な条件はいずれの面をとっても従前より不利に

なるとみらオしるのである。

それだけに付加価値の，r,,;し、ブアション製品がど了

後問題になる。しかしこれには文化，情報のレベ

ルが決め手のうえ，今まではほとんど手がつけら

れていなU、製M，企画，開発といったプアシ：r＞企

業としての最も重要な課題に直面することにな》

て，生地とミシンと低賃金労働力があればできる

という従来の生産システムでは如何ともしがたい

のである。それにもかかわらずブアション製品を

志向するならば，多種少量生産とし、う生産上の特
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徴から現在の量産システムは逆にマイナスに転ず

るという問題が生ずる。こういったわけで現在の

量産システムをファション産一業へ転換させること

は相当時聞がかかることになろう。

そこで当分の聞は大衆品中心の現在の衣服生産

をつづけざるを得ないが，これには賃金問題の推

移が何んと言っても重要である。この点最近の賃

金状勢には注目すべき特徴が見いだされる。 Hの

1.でも述べたがこのー，二年の賃金上昇率は20～

30%というように大幅化している。かりにこの上

昇傾向が今後もつづくとすれば有力競争国である

台湾の賃金コスト以上になるのは時間の問題であ

ろうし，これから工業化が本格化する東南アジア

などの後発輸出国に対しでも，コスト格差を引き

おこす可能性は大きい。

もっとも最近の急速な賃金上昇は，労働力の構

32 

造変化よりも物価上昇の調整措置によるとみられ

ているため，物価の推移如何では賃金上昇をそれ

ほど強調するわけにはいかない。また急速な賃金

上昇と言えども，対外的には外国為替相場を切り

下げれば解決されることになる。事実，韓国のウ

ォンは切り下げの歴史であるが，最近は①輸出額

100億ドlレ達成，②貿易収支のほぼ均衡，③外貨

保有額45億ドル等々によって先進国の経済にさま

ざまの影響を与えはじめているため従来のような

安易なウォンの切り下げは相当制約されることに

なろう。

それだけに今後韓国政府がどのような物価鎮静

策を用意するかが韓国衣服輸出の将来をうらなう

ものとして特に注目されるところである。

（アジア経済研究所図書資料部〕


	はじめに
	I 高度成長のプロセス
	II 高度成長の要因分析
	III 「自立化」へむけて
	おわりに

